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国家公務員法等の一部を改正する法律案が参議院で審議入り-4/2

　４月２日10時から、国家公務員法等の一部を改正する法律案について、参議院本会議で趣旨説明、審議が行われた。法律案は３月14日に衆議院本会議で可決され、参議院に送付されたもの。なお、３日から内閣委員会で審議が行われる予定である。

　稲田大臣の趣旨説明、自民党、民主党、みんなの党、共産党から関係閣僚に対する質疑が行われた。民主党からは相原久美子参議院議員が会派を代表して質問に立った。

１．稲田大臣による趣旨、概要説明

　「現在わが国は様々な課題に直面しており、これらを迅速に解決し､強い日本を取り戻していく必要がある。重要政策に対応した戦略的人材配置を実現し、各府省一体となった行政運営を確保するとともに、政府としての総合的人材戦略を確立し、職員一人ひとりが責任と誇りを持って職務を遂行できるよう国家公務員制度改革が急務となっている」と述べ、概要について以下の通り説明した。

(1) 幹部職員人事の一元管理等に関する措置

  幹部職に係る任用については、内閣官房長官が適格性審査を行った上で作成する幹部候補者名簿に記載された者の中から任命権者が、内閣総理大臣と内閣官房長官との協議に基づいて行う。また、幹部職員の任用を適切に行うために必要があり、一定の要件を満たす場合には、直近下位の職制上の段階の幹部職へ降任することのできる特例を設ける。さらに、管理職への任用に関する基準を定め、その運用の管理等を行うとともに、管理職員の職責を担うに相応しい能力、経験を有する職員を育成する仕組みとして、幹部候補育成課程を設ける。官民の人材交流を推進するために必要な措置を講じる。

(2) 内閣官房に内閣人事局を設置

  内閣人事局は、幹部職員人事の一元管理等に関する事務を担うとともに、政府としての人材戦略を推進するため、人事管理に関連する制度の企画立案、方針決定、運用を一体的に行う。具体的には、国家公務員制度の企画立案、行政機関の機構及び定員に関する審査等に関する事務等を司る。このような制度設計にあたり、職員の適正な勤務条件の確保及び人事行政の公正確保に配慮し、採用試験及び研修等に関する政令等を定めるにあたっては、人事院の意見を聴いて定め、特に各府省等の職員の職務の級の定数の設定及び改定等にあたっては、人事院の意見を十分に尊重することとする。内閣総理大臣は、人事院に対し、人事院規則の制定・改廃を要請することができる。

(3) 内閣総理大臣補佐官の所掌事務の変更、大臣補佐官を創設

  内閣総理大臣補佐官の所掌事務、大臣補佐官の設置規定・所掌事務を定める。

(4) 雇用と年金の接続のための措置を講ずることの検討

  政府としては、以上を内容とする法律案を提出したが、衆議院において雇用と年金の接続のための措置を講ずることの検討に関する附則の修正、その他所要の規定の整理が行われている。

２．相原久美子参議院議員の質疑

(1) 公務員制度改革の理念について

　国家公務員法の目的は、国政の運営について、適材を公務に導入して、その能力を十分に発揮させ、安んじて職務に専念できるよう、待遇その他の条件を整備することにあるとされる。国民に対して、公務の民主的かつ能率的な運営を保障するという、行政制度の基盤的な性格を有するものである。公務員制度改革を行う上で、わが国を取り巻く急激かつ大きな情勢変化に対応する行政という視点から、今回の改正内容は制度設計されたのか。また、国民にとって資するものは何なのか。

(2) 若手公務員にとって魅力ある職場づくりについて

　若い優秀な人材が公務員をめざすことを促し、国民サービスに資する公務員として、誇りを持って職務にまい進するための改革の視点は、今回、どこに組み込まれているのか。そして今後、具体的にどのように取り組んでいくのか。

(3) 男女共同参画・女性の登用について

　政府案では、「子の養育又は家族の介護を行う職員の状況を考慮した職員の配置その他の措置による仕事と生活の調和を図るための指針」（採用昇任等基本方針；第54条第２項第８号）を定めることとしている。どのような指針を作成するのか。

　あわせて、国家公務員における女性の登用をさらに進めていくために、どのような工夫が必要とお考えか。

(4) 男女共同参画・男性職員の育児休業取得率について

　厚生労働省の男性職員の育児休業取得率は、2012年度で、11.3％となっている。さらに、2014年度の取得率目標は13％とされている。どのような工夫が、他省庁と比べて、高い取得率に結びついているのか。

(5) 国家公務員における非常勤職員について

　期間業務職員が、常時必要な「補助要員」であるとすれば、顧問や委員といった、「本来の非常勤」との区別を明確にするため、法律に位置付けるべきではないか。

　あわせて、同一価値労働・同一賃金の原則を踏まえ、現在の日給制を改め、月給制とすべきであると考えるが、ご見識を伺う。

(6) 内閣人事局と人事院のあり方について

　内閣人事局と人事院のあり方について、行政コストの肥大化を抑止し、機動的な運用を行うよう、不断の検証と見直しが肝要と考えるが、ご所見を伺う。

(7) 国家戦略スタッフについて

　複雑・多様化する課題を、スピード感を持って対処していくために、新たな政治任用スタッフと、既存の閣僚・副大臣・大臣政務官との、役割分担の在り方や指揮命令系統について、整理が必要だが、どのように整理するのか。

　これらに対し、政府は以下のように答弁した。

(1) 時代に応じた新しい公務員制度を構築すべく、学識経験者、職員団体、若手官僚などにヒアリングを行いながら制度設計をしてきた。内閣の重要政策の実現等のための戦略的人材配置や、公務員が責任を自覚し、誇りを持って職務を遂行できる体制が実現され、わが国の中長期的課題に対し、国民の声を十分に反映しながら適切に対応できるようになると考えている。（稲田公務員制度改革担当大臣）

(2) 法案では、採用の別にとらわれない幹部候補育成を進め、海外や民間で多様な勤務経験を付与することや、内閣人事局が各府省が行う研修の総合的企画・調整を行い、職員への幅広い視野・高い専門性・マネジメント能力等を付与することや、採用昇任等基本方針において仕事と生活の調和を図るための指針等を定めること等としている。このような仕組みを通じ、やる気と能力のある職員を育成し、やりがいを持って職務に当たることができるようにしたいと考えている。（稲田大臣）

(3) 国家公務員制度改革基本法の基本理念に則り、仕事と生活の調和を図るための指針を採用昇任等基本方針の閣議決定に加えることを法定することとしている。具体的な内容は内閣人事局発足後、関係機関と連携しつつ定めるが、若者や女性など全ての職員が意欲的に公務に関わることができるよう、職員の状況を考慮した配置や働き方など、各府省が職員の仕事と生活の調和を図るために取り組むべき指針を定めることを考えている。（稲田大臣）

(4) 厚生労働省の男性職員の育児休業取得率を2014年度までの数値目標は13％に引上げ、2019年までに30％をめざすこととしている。現在月１回、職員あてに「子育てメールマガジン」を配信するとともに、「男性職員の育児休業取得事例集」の周知を行い、職場における育児休業への理解を深め、育児休業取得を促進している。（田村厚生労働大臣）

(5) 期間業務職員制度は国家公務員法に基づく人事院規則等においてその定義、任免、勤務時間などの必要な規定を設けており、法令上明確に位置づけている。総務省としては、引き続き各府省に対し、制度の適正な運用を促していきたい。また、民間企業における同種の非正規従業員は一般的に月給制が採られていないことから、現在、期間業務職員には各府省において日給制で支給されているが、こうした支給方法のあり方については、人事院において今後の民間の状況等を見ながら、必要な検討がなされると考えている。（新藤総務大臣）

(6) 法案により、中央人事行政機関の間の意思疎通が確保され、両者一体となって効果的・効率的に人事行政を遂行することができると考えている。行政コストの削減は不断にとりくむべき課題であると考えている。（稲田大臣）

(7) 法案において、所掌事務を改正する内閣総理大臣補佐官、及び新たに設置する大臣補佐官は、総理や各大臣の命を受け、直接補佐することを職務とする総理や各大臣の個人スタッフであり、総理または各大臣の命を受けて職務を行う以外、組織内の指揮命令系統には位置づけられず、政策決定過程への直接の関与も行わないものである。このため、内閣総理大臣補佐官及び大臣補佐官は閣僚等とは役割が異なり､総理及び各大臣の指揮下にあるものの、副大臣や、大臣政務官の指揮命令系統のもとにはないと考えている。（稲田大臣）
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